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大学等中退者のキャッチアップ可能性： 
労働市場移行前の違いを考慮した収入差の検討  

 
 

下瀬川陽（作新学院大学） 

 

要約 
本稿では、大学・短大・高専・専門学校中退者（以降は大学等中退者と表記）がどのよう

な学生生活を送ったのか、また労働市場への移行というセカンドチャンスを掴んだ後に、そ

れを活かすことができているのかを検討する。「働き方とライフスタイルの変化に関する全

国調査（東大社研若年・壮年パネル調査）」における大学等中退者の出身背景をコーホート

別に確認すると、時代を経るにつれて大学等卒業者から高卒者に近付きつつあることがわ

かった。学生生活の熱心度を確かめると、ほとんどすべての活動について卒業者の方が熱心

であり、この傾向は世代を問わず一貫して見られた。これらの労働市場移行前の違いを考慮

して収入の ATE を推定すると、男女とも、直近のコーホートにおいてキャッチアップ可能

性が小さくなったことが懸念される結果となった。労働市場への移行をゴールとした、セカ

ンドチャンスを掴むための支援のみならず、それを活かして“立ち直る”ことを見据えた、職

場への定着やスキルアップのための支援も必要かもしれない。 
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1. はじめに 
 
新型コロナウイルス感染症の流行に際し、学生、特に大学生の休退学が一時マスメディア

にとりあげられた。大学中退の数がわかる経常的な公的調査は存在しないが、しかし、学校

基本調査から各年度の大学入学者数・卒業者数をもとに推計すると1、コロナ禍以前から大

学中退者は一定程度存在していたことがわかる（図 1）。ここでは推計に含めていない短大・

高専・専門学校中退者もあわせれば、その数は決して無視できるものではない。本稿では、

大学・短大・高専・専門学校中退者（以降は大学等中退者と表記）がどのような学生生活を

送ったのか、また労働市場への移行というセカンドチャンスを掴んだ後に、それを活かすこ

とができているのかを検討する。 

 

図 1 大学中退者数（推計）の推移 

（文部科学省「学校基本調査」を元に筆者作成） 

 

大学等中退という経歴がその後の人生にどのような影響をもたらすのか、また、その影響

がいつまで、どのように続くのかについての研究は、緒に就いたばかりである。ゆえに大学

 
1 ある年度の入学者数（A）から 8 年以内に卒業した数を差し引いたもの（B）を、中退者

数としている。卒業者数は入学年の 4 年後、すなわち（入学年+3）年度の最低修学年数卒

業者数と、対応する年度の 1～4 年超過卒業者数を合計して求めている。対応する年度と

は、たとえば、1 年超過卒業者数であれば（入学年+4）年度になる。中退率は B を A で除

して算出する。詳細は朴澤（2012）を参照されたい。 
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等中退者のその後については不明なことも多いが、数少ない先行研究は共通して、労働市場

への参入は、大学等中退者にとって簡単なものではないことを指摘している。 

たとえば、労働政策研究・研修機構（2015）は「21 世紀成年者縦断調査」データの二次

分析を通して、大学・大学院中退者が離学後何らかの職に就くまでの期間は、高卒・大卒者

に比べて長く、正規雇用に就くまでの期間に限定するとさらに長いとしている。菅澤（2021）

では、複数の全国調査データを用いて出身階層などの交絡因子をコントロールしても、大学

中退者は高卒者・大卒者に比べて、離学後すぐに職に就くのではなく一定以上の移行期間を

経験した者の比率が高いことが示されている。 

これら 2 つの研究は、さらに、初職が非正規雇用である比率が、高卒・大卒者よりも大学

等中退者で高いことを明らかにしている。菅澤（2021）によれば、このような高卒者・大卒

者と大学中退者の間の格差は、近年になるほど拡大している。また、リクルートワークス研

究所による「ワーキングパーソン調査 2014」データを用いた辰巳（2015）は、同様に、大

学中退者の初職非正規雇用割合が高いことを確認したうえで、大学を中退後に再入学し卒

業したとしても、中退経験のない大卒者より不利であることを明らかにしている。菅澤

（2021）では以上に加えて、大学中退者が初職で入りやすいのは中小企業であることが示

されており、下瀬川（2022）では、それらの不利な条件が、大学等中退者の初職離職リスク

を高卒者・大卒者よりも高いものにするとされている。 

以上の研究は、大学等中退者がセカンドチャンスとして掴み取ったキャリアに、卒業者と

比べて困難が多いことを予想させる。しかしこれらはキャリアの入り口について検討した

ものであり、言い換えれば、セカンドチャンスを掴めるか否かについて扱うものである。一

方、中退者が（どのように）不利な立場にあるのかを考える上では、就職後、つまりセカン

ドチャンスを掴んだ後の様子についても確認してみる必要があるだろう。そこで本章では、

卒業者とのキャリアの差異が見られなくなることをキャッチアップと表現し、収入を指標

としてそれが可能なのかを検討する。 

主たる関心であるキャッチアップ可能性の検討にあたっては、卒業者と中退者の“もとも

との”違いも考慮する必要がある。上述のとおり、菅澤（2021）では“もともとの”違いと

して、出身階層や親学歴などの社会的背景に着目して検討されたが、本章ではそれらに加え

てさらに、在籍していた教育機関での活動の違いを確かめる。以降では、第 2節においてデ

ータと方法について述べた後、第 3 節で大学等中退者がどのような特徴をもつのかを確認

してから、第 4節において収入の比較を行う。 

 

2. データと方法 
 
「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査（東大社研若年・壮年パネル調査）」
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を用いる。第 3節においては継続・追加・リフレッシュサンプルを対象に、第 4節において

は継続・リフレッシュサンプルを対象に分析を行う。大学等を中退したか卒業したか（以降

は修学状況と表記する）を表す変数は、それぞれのサンプルの初回調査において尋ねられて

いる、最後に通った学校についての回答から作成した。ただし、初回時点では在学中または

不明であってもその後の回答から卒業したか否かがわかるケースは、第 3節においてのみ、

分析対象としている。 
第 3 節では、大学等中退者がどのような特徴を持つのか、出身背景と学生生活に着目し

て検討する。出身背景として、15 歳時の父親の職業がホワイトカラー（専門職または管理

職）であったか、両親の学歴（高い方）が高等教育以上であったか、父親が不在であったか、

暮らし向きが豊かであったかを確認し、該当者割合を修学状況ごとに比較する。 

学生生活については、継続・新規・リフレッシュサンプルのいずれも、それぞれの 2回目
調査において、最後に通った学校でのさまざまな活動についての熱心度が「熱心ではなかっ

た・やっていなかった」「それほど熱心ではなかった」「まあ熱心だった」「とても熱心だっ

た」の 4段階で尋ねられている。「熱心ではなかった・やっていなかった」を 0点～「とて

も熱心だった」を 3点として、修学状況ごとに平均値を比較した。2回目調査ではさらに、

出席率と、成績に占める最も良い評価（80点以上、優、Ａ、5段階で一番上の評価など）の

割合が 5 段階で尋ねられている。出席率と最も良い評価の割合のそれぞれについて、回答

カテゴリ「2 割未満」「2～4 割未満」「4～6 割未満」「6～8 割未満」「8 割以上」の中間値

「10％」「30％」「50％」「70％」「90％」を代入し、グループごとに平均値を比較した。 
第 3節では、継続（壮年・若年）・追加・リフレッシュサンプルのすべてを用いて、出生

コーホート（1966-1974 生まれ、1975-1986 年生まれ、1987-1998 年生まれ）による変化が

見られるかも検討する。それぞれのコーホートに含まれる大学等卒業者および中退者の数

は以下のとおりである。 

 
表 1 出生コーホート別の大学等卒業・中退者数 

  卒業 中退 
1966-74 年⽣まれ 1,311 87 
1975-86 年⽣まれ 1,442 97 
1987-98 年⽣まれ 1,256 92 

合計 4,009 276 
 

 
第 4節においては、2回目調査で尋ねられている「過去 1 年間の」個人収入を用いて、修

学状況ごとの平均値を比較する。収入源が学生アルバイトであるケースを除外するため、初
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回調査時点で在学中または不明のケースは分析から除外した。また、「過去 1 年間の」個人

収入が不明または 0 のケースは、分析から除外している。なお、第 3 節において確認する

卒業者と中退者との“もともとの”違い（出身背景の違い・学生生活の違い）は、収入にも

影響を与えると考えられる。そこでそれら“もともとの”違いと、調査時年齢・雇用形態・

企業規模・役職の影響を統制した収入の予測値の平均、すなわち調整済み平均収入を比較し

た結果について併記する。調整済み平均収入は、Inverse-Probability-Weighted Regression 
Adjustment（IPWRA）によって推定する。IPWRA は文字通り、逆確率重みづけと回帰調

整を組み合わせて処置効果を求める、“二重にロバストな”方法である（Morgan & Winship 

2015; 佐藤 2021）。本稿に照らすと、対照群が大学等卒業者、処置群が大学等中退者、処置

効果が賃金の差となる。修学状況を従属変数とする二項ロジットモデルの推定結果をもと

に、割り当てに関する逆確率をもとめ、それにより重みづけて求めた 2 つの回帰直線から

潜在的効果を推定する2。 

 第 4 節でもコーホートによる変化を確認するが、調査参加時の年齢が高い壮年データは

使用せず3、若年データとリフレッシュサンプルの 2 つの年代（1975-1986 年生まれ、1987-
1998 年生まれ）で比較を行う。なお、追加サンプルにも 1975-86 年生まれのケースが含ま

れるが、2回目調査時点が継続サンプルの若年データと異なっているため使用しない。継続

サンプル・リフレッシュサンプルの 2回目調査が行われたのはそれぞれ 2008 年・2020 年

であるから、「過去 1 年間」、すなわち 2007 年の 21-32歳の収入、および 2019 年の 21-32
歳の収入の情報を用いて検討することになる。 
 もしキャッチアップが不可能なら、どの年齢においても中退者の収入の方が低いことが

予想されるため、平均値で見ても両者の間には差がみられるはずである。反対に、特に早期

のキャッチアップが可能ならば、両者の間の差は小さいか、見られないはずである。 

 

3. 大学等中退者はどのような人々なのか 
 
(1) 出身背景のちがい 

 

表 2 に、コーホートごとに修学状況による出身背景の違いをまとめた。ここでは、参考値

として高卒者の様子についても併記している。まず父ホワイトカラー率を見ると、すべての

コーホートにおいて、3 つの学歴カテゴリ間に統計的に有意な違いがみられる（カイ二乗検

 
2 以上について、より詳細な内容については、Wooldridge（2010）の第 21章を参照され

たい。また、アウトカムの予測および割り当ての予測に用いた変数、および推定の結果

は、それぞれ末尾の表 5～7 のとおりである。 
3 ただし、補足的に壮年データとの比較を行う。注 5 を参照されたい。 
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